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政党支持者の分極化と一極集中
選挙制度変革期の投票行動
三宅一郎
要旨
新選挙制度の効果を見るため， 1995年の参議院選挙から1996年の衆議院選挙前調査の間の政
党支持の変化と衆議院選挙前後調査の間の変化を検討したところ，民主党の結成を中心とする
政党再編成の効果，上位二党への分極化傾向，選挙争点の影響が認められた．本稿は，分極化，
政党再編成，選挙効果の三面から，この間の政党支持と投票政党の消長を分析し，分極化傾向
の程度とその特性を探ることを目的とする．
この選挙に特有な要因，例えば，消費税増税問題の影響，候補者の個人的魅力，選挙運動接
触などについて，有力候補投票よりも大きな効果を持ったものがないか，投票決定を説明する
変数群を検討した．自民党候補への投票者グループでは，有力候補投票にまさる説明要因はな
い．自民党への投票者グループでは一党集中化を含む分極化論がよく当てはまる．
新進党投票者については，自民党はじめその他の政党からの新参入者では，選挙運動接触が
最も効果的で，有力候補投票がこれに次いでいる．有力候補投票と選挙運動接触の関係は重な
りは大きいが，どちらの変数も他の変数が説明できなかった部分の半分ぐらいを説明しており，
相互補完的に働いている．新進党投票は有力候補投票だけでは説明できないが，選挙運動接触
の影響を合わせると，かなりの程度説明可能になる．
Vote Concentration in the 1996 General Election 
lchiro MIYAKE 
Abstract 
This article is an attempt to examine how votes were concentrated on the top 
two parties in the 1996 general election which was the first election conducted un-
der the new Japanese electoral system. 
It is said that, under simple majority rule, voters usually vote for the top two 
strongest candidates. This really took place in this election and there was a strong 
tendency toward two-partyism. However, the distribution of the votes between the 
top two parties, LDP and NFP was not even. The resultant system is a dominant one 
party system with the LDP as the dominant party, rather than a two-party system, 
which was expected. This is because voters tended to vote for the candidate with 
the highest chance of winning the election and most of them were from the LDP. 
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1.始めに：政党支持と投票政党の変動
1996年衆議院選挙は小選挙区制最初の選挙であった．小選挙区相対多数決制は二党制をもた
らすという，デュヴェルジェの法則（デュヴェルジェ， 1970)に従えば，自民党と新進党の2
党分極化が予想される．選挙の結果，小選挙区政党別得票率は自民党39%，新進党28%，共産
党13％の順で，第2党と第3党の間の差は大きく，上位2党で投票総数の3分の2の票を獲得
した．この選挙結果から二極化の第一歩を読みとることができる． もちろん，これには異論が
存在する．上位2党間の得票率差は10％以上もあり，無視できる大きさではないと見れば，佐
藤 (1997)のように，日本のような政党組織の弱い国では小選挙区相対多数決制は一党優位制
になると論じることになろう．これに対して，集計データの分析により，鈴木 (1999)は日本
の並立制は政党数を 2に収倣するとは限らず，むしろ多党制になるのではないかと推測する．
得票率を巡る問題は，精度の低い調査データの得意とするところではないが，パネル調査で
あるJESI調査に基づいて，有権者の政党支持と投票の変化を追跡することができる． 1996年
衆議院選挙直前の1995年参議院選挙調査から始め， 1996年衆議院選挙前調査，同後調査の三回
にわたるパネル調査データを分析しよう．主な対象者は三回の調査にすべて回答された1318ケ
ースになる．
参議院選挙調査と衆議院前調査の間に民主党の結成など，政党支持に影響を及ぽす大きな政
治的出来事が生起している．後の分析の便宜のため，簡単にまとめて紹介しておこう．
1995年7月23日
7月24日-8月6日
1996年1月11日
1月19日
4月12日
6月6日
9月28日
10月9日ー10月18日
10月20日
10月21日ー11月4日
参議院選挙 新進倍増，自社不振，村山続投
参議院選挙後調査（第5波）
村山退陣，橋本内閣発足
社会党，社民党に党名変更
普天間飛行場返還で日米合意
住専処理法など成立
民主党結成
衆議院議員選挙前調査（第6波）
衆議院議員選挙，橋本連立内閣継続
衆議院議員選挙後調査（第7波）
この間の政党支持の変動を表lにまとめた．表上の数値は実数である．表には縦横の％が付
加されていればよりよいが，表を読みにくくするので割愛した．有効サンプル， 1318ケースの
うち，民主党は129ケー ス， 1割弱の支持者を集めている．これを100とし， 1995年当時の支持
政党で分割すると，支持なし (DK,NAを含む） 30,新進党23,社会党19, さきがけ13各％で，
これだけで85％になる．旧支持者層から民主党への離脱者比率を見ると，最高率はさきがけか
らの離脱で，旧さきがけ支持者の3分の 1に及ぶが，他は旧支持者層の 1割強にすぎない．こ
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表1.1995年参議院議員選挙後調査と1996年衆議院議員選挙前調査間の政党支持の変動（実数）
政党支持 (1996年衆議院選挙後調査）
自民党 新進党 民主党 社民党 共産党 さきがけ その他 支持なし
?
縦合計％
政党支持
(1995年参議院選挙前調査）
自民党
新進党
社民党
共産党
さきがけ
その他
支持なし
? ? ? ? ??
73 
????
ー
N 
横合計％
「支持なし」はDK,NAを含む．
570 
43 
185 
14 
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?????
??
ー
? ???
??
????
ー
? ? ? ? ? ? ? ? ?
??
229 
18 
? ? ? ? ?
??ー
のように民主党の結成自体は有権者レベルでの大規模な政党再編成とは言い難いが，他の政党
支持者集団に間接的影響を与えている．まず，自民党支持者はネットで497から570へと大きく
増えている．新参入者数は165ケースで，民主党に結集した人数より多い．共産党も支持層を
4分の 1増やしている．この再編成は民主党だけでなく，自民党と共産党の再編成でもあった
ことがわかる．
支持者を減らしたのは，さきがけ，社民党，新進党の3党である．元新進党支持者の流出先
は民主党より自民党が多い．社会党（社民党）支持者はほぽ3分の 1に激減する．流出先は自
民，民主，支持なしで，三者はほぼ同じ比率だが，なかでは自民党が比較的多い．民主党の誕
生は，それに対する反動として，保守層を自民党に結集させたのかもしれない．そうだとすれ
ば，自民党の伸長は小選挙区制実施に伴う分極化傾向以上のものと言わねばなるまい．
同じ期間の投票政党の変動のデータも存在する．参議院選挙選挙区投票と衆議院選挙直前の
投票意図のデータであるが，上述した政党支持の変化と内容的にも平行しており，記述は省略
する．
衆議院選挙前調査と後調査の間の政党支持変化は，上記の政党再編成が絡む変化に比べれば
大きくない．どんな選挙でもその前後調査をすれば，その間に政党支持の変化が見られるが，
個々のケースの移動は多くても周辺度数はほぽ安定しているのが普通である．このデータでも，
この間の政党支持の増減は小さいが，多少の変化について語ることができる．まず，上位2党
が少しずつ支持を増やしている（自民4%，新進党7%）．民主党はほとんど変化がない．減
少度合いの大きいのは社民党と支持なしで，元支持者層の10％を超える．この増減を上位2党
への分極化の現れとすることができよう．
同じ時期の投票政党（投票意図政党）についてはどうか．衆議院選挙前調査期にまだ投票意
図を固めていない人は全体の40％近くも存在した．前調査で投票意図を表明した人のうち後調
査で投票政党を変えた人は少ない．だから，前後調査間の変化の源はほとんど「投票意図未定」
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者の投票決定による．全「投票意図未定」を100とすると，意図未定からの投票政党で多いの
は，自民党25%，新進党17%，民主党10％である．これを含めて，自民党は丁度100ケー ス増え，
伸び率は20%,新進党は82ケース増，伸び率31％である．民主党の伸び率は34%，共産党は倍以
上になっているので，比率から見る限り，自民・新進2党の伸びは大きな方ではない．だが，
絶対数からいうと，伸びは2党に集中しており， 2極化傾向を論じることができる（注1).
以上のように，選挙前調査における投票意図のデータは，意図未定が多く，その時期の党派
性を代表させることはできない．むしろ，投票意図に換えて選挙前調査の政党支持を採用する
方がよいのではなかろうか．すなわち，この時期の党派性の変動を，前調査の政党支持から後
調査の投票政党への変動とすると，（支持政党と投票政党との質的差異に目をつぶれば）変化
がより明瞭となろう．表2はこのクロス表である．民主党への結集は参入者が元中道3党と支
持なしにとどまらず，共産党や自民党にまで広がるなど，再編の動きは続いているが，勢いは
すでに止まっている．この期間，最も勢力を伸ばしたのは自民党ではなく，新進党で（新参入
132ケース），参入源は自民党と支持なしが中心である．共産党も倍増に近い．最も大きく支持
者を減らしたのは社民党で，壊滅状態である．自民党もネットとして支持者を減らしたが，も
ともと大きなグループなので，新参入者のケース数は少なくなく， 116に達する．新参入者数
では新進党に次ぐ増加といえる．この限りで，選挙結果に自民・新進2党への分極化傾向を見
ることができる．他方，視点を変えると，支持者を大きく増やしたのが，消費税増税反対派の
新進党と共産党であり，減らしたのが賛成派の自民党，社民党，さきがけであったことから，
この党派間の変動は消費税増税争点をめぐる攻防で，反対派が勝利し賛成派が敗北した結果だ
とも受け取れる．
二つのクロス表を検討した結果をまとめよう．まず，参議院選挙から衆議院選挙前調査の間
には民主党と自民党（それと共産党）の再編成の過程が注目される．だが，自民党の伸長は一
表2．前調査の政党支持と後調査の衆議院選挙投票の間の変化（実数）
投票政党 (1996年衆議院選挙後調査）
自民党 新進党 民主党 社民党 共産党 さきがけ その他 支持なし
?
縦合計％
政党支持
(1996年衆議院選学前調査）
自民党
新進党
民七党
社民党
共産党
さきがけ
その他
支持なし
N 
横合計％
?????????? ???? ?????
?
? ? ? ? ?? ?
13 
131 
10 
??
?
23 
llO 
8 
??????
56 
10 
20 
23 
8 
2 
87 
206 
16 
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?????
??ー
1318 
100 
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極集中化の始まりとも取れる．次いで，衆議院選挙前後調査の間には，上位2党への分極化傾
向が顕著に見られた（共産党も政党再編成の過程にあるといえるが，絶対数が少ないので意味
ある分析ができない）．他方，選挙争点の影響ももちろん存在する．新進党と共産党が増えて，
自民党と社民党が減ったのは，消費税増税争点の影響とも見られよう．
このように，政党支持の分極化と再編成，それに候補者や政策争点などの選挙効果が重なっ
て起こっており，党派変化を複雑にしているので，まず，この3要因を独立させて別々に分析
するのが良かろう．次節では，政党支持分極化を見ることができるかどうか，データを詳しく
検討する．その際， 2極化と一極集中化のどちらが優越するかについても留意する．次いで，
第3節で，有権者レベルの政党再編成がどのように行われたか．とくに自民・新進2党支持者
層の再編成とはいかなるものかについて分析する．最後に，第4節で，一般的選挙要因の効果
と分極化効果を合わせて総合し，他の要因の働きを考慮に入れても小選挙区制による政党支持
の分極化が果たして存在したか，その程度とその性格はどうかを判定するよう試みたい．
2.政党支持者の分極化過程
2. 1 分極化のメカニズム
いうまでもなく，分極化論者は「分極化」という言葉によって，単に，上位2政党あるいは
1政党への支持や投票の集中という結果だけを指しているのではない．最も緩い条件の場合で
も，有力候補者への投票による上位政党への集中を前提とする．最も厳しい条件は，公共選択
理論による「戦略投票」で，弱小政党の支持者が上位2党のうち自分の考えにより近い政党を
選択する心理的メカニズムをいう．その結果，上位2党への分極化が生ずる．どの場合でも，
共通するキーワードは「有力（政党）候補者への投票」である．「有力候補者への投票」に先
立つのは「有力候補者の認知」である．
本節では，有力候補者は「最有力候補者」と「対抗候補」に分けられるが，まず，（1)有権
者の認知が「最有力候補者」に偏ること，（2)党派別には，自民・新進2党，とくに自民党の
候補者に偏っていることを明らかにする．「最有力候補者」についてこの偏りはいっそう明白
である．この偏りが自民党一極集中の基盤となっていることを示したい (tt2)• 
次いで，有力候補者への投票が分極化の進展に貢献しているかどうかを分析する．有力候補
者への投票が，自民・新進2党の候補者に集中する結果，分極化がもたらされるという仮説，
あるいは，有力候補者への投票が自民党の一極集中をさらに進めるという仮説が，実証的に検
討されよう．
2.2 有力候補者の認知：有力候補者の操作的定義とその分布
有力候補者の主観的指標には「勝つ可能性のある候補者」に関する態度データ (JESI調査
第6波）を用いる．これを後述する客観的な「有効政党指標」と区別して「有力候補者認知指
標」あるいは短縮して「有力候補指標」と呼ぶ（三宅， 1999)．有力候補についての質問文は
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以下の通りである (i:£3).
（選挙前調査）「それでは，あなたがお住まいの小選挙区ではどの候補者が勝つと思います
か．他に勝つ可能性の高い候補者はいますか．」（わからないと答えた人に）「どの人とどの人
の争いになると思いますか．」
どちらの質問も，最初に上げた候補者を「最有力候補」に，次に上げた候補者を「対抗候補」
に分類した．所属政党別「最有力候補」と「対抗候補」のクロス表が表3である．この表も周
辺％を別として，実数である．また，この表では社民党以下の小政党はまとめて「他党」とな
っている．「最有力候補」についての「わからない・無回答」（表では「なし」）は14％に過ぎ
ず，相当の認知がある．これに比べると，「対抗候補」については半数以上 (51%）の人が答
えていない．有権者の関心は最有力候補に集中している．
対抗候補
所屈政党 目民
なし 347 
自民党
新進党 182 
民主党 59 
他党 35 
無所属 42 
合計 100 
N 665 
横％ 50 
表3.有力候補者の所属政党
新進
89 
142 
22 
37 
6 
100 
296 
22 
蚊有力候補所属政党
民じ 他党無所屈 なし
31 
30 
13 
3 
1゜00 
77 
6 
20 
29 
11 
1 
6 
1゜00 
67 
5 
5 186 
12 
1 
5 
4 
10272 
08614  
「他党」は社民党，共産党，さきがけなどの諸政党
ー印は非該当，「他党」だけは重なりがある．
横％は妓イijJ候補の，縦％は対抗候補の所属政党分布．
縦％ N 
51 678 
16 213 
16 207 
7 87 
6 
4 48 
100 
1318 
100 
「最有力候補」を所属党派別に見ると（横％），自民50%，新進党22%，民主党6％の順で，あ
とは 2％以下である．「対抗候補」（縦％）は自民党16%，新進党16%，民主党7％で，無所属が
4 %,「他党」にまとめられた残りの党は個別的にはいずれも 2％以下である．「対抗候補」で
も上位2党への集中は大きいが，自民党と新進党の間に差はない．
投票者が自分の認知に従って，最有力候補者に投票するとすれば，対象候補者の多い自民党
の優位は明らかで，自民党に比べると， 2位の新進党は4分の 1政党に過ぎない．また，「最
有力候補」一人しか認知がない場合，その71％が自民党の候補者である．選挙結果が自民•新
進2党への分極化， 2党の間では，自民党の一党優位に終わる初期的条件である．
この認知はどれほど正確であろうか．認知の正確性に党派的な違いはあるか．その基準とし
て，客観的指標である「有効政党指標」（勝つ可能性のある政党）を用いたい．有効政党も複
数存在するが，この指標では順位はつけられていないほ4).
表4は有効政党と有力候補者の党派別分布をまとめたものである．所属政党は上位3党に特
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表4.有力候補者と有効政党（全サンプル）の異同
(I)有力候補者 l[：．認知＝（1)/(2)**
政党名 (2)有効政党
最有力対抗 合計 妓イrJ 対抗 合計
自民党 50* 16 67 89 56 17 73 
新進党 22 16 38 66 33 22 55 
民主党 6 7 12 21 25 17 42 
共産党 1 2 3 2 12 0 12 
無所属 2 4 6 8 23 39 62 
その他 4 4 8 5 52 31 83 
* (IX2)の部分の表上の数値は縦の行の％，縦に足して100を超える場合は複数[Iil答による．
100に達しない場合は「ない・答えない」などがあるためである． N=l318
＊＊ 正認知とは有効政党を有力候補者の所属政党と認知した人の比玲~ (%). 
殊な政党として共産党を加え，社民党やさきがけは「その他」にまとめた．この表の有力候補
者のデータの一部は，小政党のまとめ方が異なるが，基本的に表3 （縦，横の％）の再録であ
る．表4 (2)によると，有効政党の分布は自民党89%，新進党66%，民主党21%，無所属 8%,
共産党とその他を合わせて 7％である．自民党89％というのはサンプルの89％の人の選挙区で，
自民党が客観的に勝つ可能性の高い「有効政党」だという意味である．有効政党の分布も，自
民党と新進党が圧倒的に大きく，民主党がこれに次ぐが，上位2党と比べると小さい．それ以
下の政党はごく小さい．有力候補者の党派的分布は当然，有効政党のそれに似ているが，両者
は完全には一致しない．有力候補者の分布では自民・新進2党間の差が相対的に大きい．また，
有力候補指標は調査データなので「わからない」などが含まれており言及候補者数が少ない．
主観的認知である有力候補指標の正確度を知るため，両指標を照合してみよう．表4の右端
の行を見られたい．自民党が「客観的」指標で「有効政党」である場合に，「主観的」認知で
も「有力候補」（最有力候補十対抗候補）となっているケースを「正認知」と呼ぶと，正認知
は73％におよぶ．残りの27％が誤認知になる．この比率では，認知はほぼ十分だとしてよい．
しかし，新進党は55%，民主党は42％と順次低くなる．この比率の低さは，客観的には有効政
党（有力候補者）であるのに，それが一般に認知されないで，その利点を享受できないことを
意味する．それは，接戦選挙区であったり，候補者数が多くて認知が困難だからであろう．し
たがって，都市部に多く，農村部に少ない．農村部に強い地盤を持つ自民党には有利である．
「無所属」「その他」の正認知率が比較的高いのは，農村部の有名候補が多いからであろう．
接戦選挙区などによる有力候補者の誤認知を「認知困難」による歪みを見よう．認知困難は
自民党候補者で少なく，新進党候補者がこれに次ぐ．小政党候補者には多い．この面において
も，自民•新進 2 党への分極化の傾向は明らかである．また， 2党の中での自民党への偏りは
大きい．これが上述の自民党優位の初期値を形作る（注5).
2.3 有力候補認知と有力候補への投票
次に，有力候補者と投票の関係の分析に赴きたい．大政党の有力候補者は投票でも有利だろ
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うか．まず，テストすべき投票の類型を定義しなければならない．冒頭に，上位政党に集中す
る投票の最も緩いモデルとして「有力候補投票」を，最も厳しいモデルとして「戦略投票」を
挙げた．「有力候補投票」は有力候補者と認知した候補者に投票すればよく，候補者の所属政
党や投票者の支持政党についての条件はない．これに対し「戦略投票」の条件は複雑で，この
類型に該当するケースは非常に少ないから（三宅， 1999)，かなり条件をゆるめた「勝ち馬投
票」と呼ぶ投票モデルで替えることにしたい．「勝ち馬投票」は有力候補を持たない政党の支
持者が，自分の票が死票となるのを避けて他党の有力候補者に投ずる投票である．投票者が支
持なしの場合もこれに含まれる．「有力候補投票」と異なるのは，自分の支持政党と投票する
有力候補者の所属政党についての要件が付加されている点である．例えば，自分の支持政党の
候補者である有力候補への投票は「有力候補投票」であっても，「勝ち馬投票」ではない（注6).
ここでの主要仮説は次の通り．有力候補を認知している投票者はその候補者に投票する傾向
があるが，（1)最有力候補と対抗候補を比べると，まず，最有力候補者に投票するので，最有
力候補者への投票率は高く，対抗候補への投票率はかなり低い．（2)有力候補者への投票は上
位2政党（とくに最上位政党）に集中する．
勝ち馬投票についても同様で，（3)支持政党の候補者が有力候補者ではないとき（あるいは
支持政党をもたないとき），他の政党の有力候補者に投票するが，そのさい（1)は成立しても，
(2)は成立しない．なぜなら，大政党候補者は有力候補者であることが多く，その政党支持者
の投票は，定義上，勝ち馬投票から排除されるからである．
表5は所属政党別に，有力候補者への各種投票率を計算したものである．まず，全投票者平
均値を見よう．有力候補投票については，最下行にあるように，全投票者中の最有力候補投票
率は53%，対抗候補投票率は13％であった．対抗候補への投票率は相当低く，最有力候補者へ
表5.投票政党別，有力候補者への投票率
1996年衆議院選挙の投漿政党
??? イi)J候補投票 両認矢Iありの投票
蚊有）J候補 対抗候補 蚊イi)J候補 対抗候補
勝ち馬投票
蚊打力候補 対抗快補 最;{f)J候補＊＊
投票政党
計(%)N 
fl民党
新進党
民1;．党
社民党
共産党
さきがけ
その他
無所城
75 (78) 
51 (59) 
28 (34) 
22 (24) 
7 (9) 
60 (60) 
9 (12) 
38 (48) 
53 (62) 
`~、~、~‘~‘.~‘.,‘冒‘.,'．)????????
? ?
???
? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ?? ??
??
合計
数値は投票政党別％ （括弧の中は有力餃補者の認知を持つ人数を低数としてり出した比呼；）
両，認知ありとは，最イi力候補者と対抗候補のIhj候補の認知を持つ人の有力餃補投票比乎；
＊ イi)J候補者投票のうちの対抗候補投漿）祁と等しい．
* I'1分の支持政党候補が対抗候補である投猥者が他党の最有力候補者に投煤した比率．
屈数は右端のケース数
＊＊ 投票者合計
?????
13 (27) 27 13 14 
? ?
100 (506) 
100 (264) 
100 (131) 
100 (41) 
100 (llO) 
100 (15) 
100 (ll) 
100 (34) 
100 (lll2) ** 
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の投票率の4分の 1以下である．なお，括弧の中の数値は調整比率で，認知された有力候補者
を母数としたときの比率（％）である．最有力候補と対抗候補で，また党派ごとに，認知され
た有力候補者数が異なるので . -れをコ／トロールするために算出したものである．対抗候補
の認知は最有力候補者の約半分なので，この調整比率は調整前の約倍になる．誰が最有力候補
者かを認知している投票者の62％がその人に投票している．これにたいする対抗候補の数字は
27％にすぎない．調整してもなお半分以下の比率である．また，最有力候補一人の認知しかな
い場合は対抗候補の投票率は当然ゼロなので，両者を認知している投票者に限って投票率を再
計算した．それが表5の中心部（両認知ありの投票）の数字である．有力候補投票率よりは両
者の差は詰まっていものの，やはり，最有力候補者への投票が多く，対抗候補とは2対1(27 
対13)の比率である．
次に，党派別に見ると，自民党所属の最有力候補者への投票は自民党投票者の75％に達する．
これに自民党所属の対抗候補への投票を加えると86％になる．次に高いのはさきがけで，武村
正義，園田博之を始めとする，元自民の有力候補者中心の小さな党だからである．第3番目の
新進党のこれに対応する数値は51％で全投票者平均値よりわずかに低<,自民党の3分の2程
度である．自民党候補への投票は有力候補投票でほぽ説明できるが，新進党候補への投票はこ
れだけでは半分ぐらいしか説明できない．最後に，共産党の投票率が特に低いのは，各選挙区
で勝ち負けを度外視して候補を立てるからである．
認知有力候補数を母数とした括弧の中の比率を見ても，最有力候補者に関する限り，上位2
党と 3党以下の間に差が見られるばかりでなく，上位2党の内，自民党と新進党の間にも大き
な差が残る．だが，「両認知あり」の人の投票については，自民・新進2党の間に違いはなく，
むしろ新進党の方が大きい．自民党投票者は最有力候補者一人の認知しかない人が多く
(75%-32% =43%），その中での自民党候補者への投票は89％に及ぶ．
なお，この表からは計算できないが（縦の％を計算すれば），自民・新進2党の最有力候補
者への投票数が全最有力候補投票者の87%（その自民党対新進党比はほぽ3対1)，対抗候補
へのそれは65％になる． 2極集中， 2党の中では自民党一党集中は明らかである．
勝ち馬投票率は表の右端に掲げた．「最有力候補者」「対抗候補」それに「支持政党の候補は
対抗候補で，他党の最有力候補者に投票」を独立させたので， 3グループになる．これらを合
わせると全対象者平均で20％になる．ここでも， 3グループ内で「最有力候補」のウェイトが
顕著に大きい．
投票政党別に見ると，さきがけと無所属への投票の大部分はこの勝ち馬投票になり，新進党，
民主党，社民党の勝ち馬投票率は平均値を超えるが，自民党勝ち馬投票は全投票者平均値に達
しない．有力候補投票は自分の支持政党の候補者が有力候補者であれば，支持政党への投票は
同時に有力候補投票になる．自民党は有力候補者が多く，自民党支持者の自党候補投票率が高
いからで，それだけ勝ち馬投票の比率が低くなる．つまり，勝ち馬投票には自民党への一極集
中や2党への分極化が見られない．しかし，これは比率の比較であり，有力候補投票と同じく，
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絶対数では，支持者数も有力候補者数も両党が圧倒的に多い，自民党・新進党2党の比率は3
カテゴリー合わせて68％になる．そのうち， 40％が自民党， 28％が新進党である．自民党は勝ち
馬投票をより多く受け，それで勝利したというよりも，もともと圧倒的に多い自民党有力候補
者への投票で勝利したのである．
2.4 有力候補認知と支持政党の分極化： 1995年から1996年選挙前まで
表1に表現された， 1995年の参議院選挙以後衆議院選挙が始まるまでの間にも，分極化の過
程は進行していたはずである．この間は投票データがないので，支持政党が自民・新進2党に
絞られていく過程を考える．ここでの政党支持の変動とは， JESIのパネルデータによる，参
議院選挙後調査（第5波）から衆議院選挙前調査（第6波）の間の変動である．有力候補投票
を有力政党支持，勝ち馬投票を勝ち馬政党支持に置き換えるだけで，投票政党が支持政党にな
っても，仮説には変化はない．だが，ここでも有力候補認知指標を用いるので，候補者と政党
の違いから，指標の働きは劣ると考えられる．それを考慮に入れても，この期間には小選挙区
制による選挙はすでに発足していたので，政党支持の分極化傾向は見られるはずである．
表6は先に説明した表5に対応し，有力候補所属政党の支持率（支持政党と有力候補所属政
党の一致率）を計算したものである．最下行に見られるように，最有力候補所属政党への支持
率は全体で46%，対抗候補の政党への支持率は12％であった．この率は前表の有力候補投票率
よりも少し低い．その他の数字も同様に低い．有力候補認知指標を有力政党認知指標として使
用したためのコストであろう．しかし，データのパターンは前表とほぽ等しい．すなわち，（1)
最有力候補者の効果は圧倒的に対抗候補のそれに勝る．（2)党派的には，自民・新進2党への
集中， 2党の中では自民党一党集中は明らかである．（3)だが，最有力候補と対抗候補両者の
認知を持つ人のグループでは，有力候補効果について自民党と新進党の差はない（むしろ，新
進党が大きい）．自民党の有力候補効果は，自民党だけが有力候補者であるところに集中する
表6.支持政党別、有力候補者所属政党への支持率
1996年衆議院選挙前調査時の支持政党
??? 打）J候補支持 両認知ありの支持 勝ち馬支持
最布カ 対抗 蚊イf)J 対抗 妓有）J 対抗
支持政党
蚊有）j** ~t (%) N 
自民党
新進党
民主党
社民党
共産党
さきがけ
??????? ? ?、`,'‘~)）））? ? ? ? ? ?、 、 ． （ ? ? （ （? ? ?? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ????? ??
100 (570) 
100 (185) 
100 (129) 
100 (119) 
100 (69) 
100 (15) 
合計 46 (51) 12 (24) 22 12 12 3 
数値は支持政党別％（括弧の中はイi力餃補者の認知を持つ人数を屈数として作Iliした比率）
1刺認知ありとは，厳有｝J候補者と対抗候補の両候補の認知を持つ人のイf}J候補政党支持比率
＊ イOJ候補者支持のうちの対抗候補支持率と等しい．
** fl分の支持政党候補が対抗候補である支持者が他党の最有力候補者を支持した比率．
. f{j:数は右端のケース数
＊＊＊全対象者から支持なし， DK.NAを除く．
100 (1089)... 
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ようで，両候補の認知をもつグループでは新進党に劣る．
勝ち馬投票に対応する，勝ち馬支持では新党の民主党が最も大きいが，支持者全員が新参入
者で，定義上，安定支持の人がゼロになるからであり，これは無視する必要がある．次に，自
民党と新進党の大きな違いが目を惹＜．この期間は新進党は支持者を減らした．つまり，新参
入者が少なく，それに比べて安定支持者が多いから，それだけ勝ち馬投票が少なくなったので
はなかろうか．前の表の自民党のケースと同じ解釈である．
投票だけでなく，選挙と選挙の間の支持政党の変容にも，有力候補者の所属政党への絞り込
みを見ることができる．
3. 政党支持の再編成
3. 1 支持者集団の党派的凝集性
冒頭で観察したように，民主党の結成にはせ参じたのは，さきがけ，社民党，支持なしから
だけではなく，新進党からも多くの支持者が参入した． しかも，人数的には新進党からの参入
者が最も多かった．自民党も新進党と社民党から多くの支持者を得たが，その数は新進党と社
民党からの民主党への参入者数を凌駕する．民主党の結成は自民・新進2党をも政党再編成の
過程に巻き込んだのである．最近，支持政党の変動は甚だしい．変化の動機はさまざまである
が，この過程を再編成と呼ぶからには，党派的凝集化の過程，例えば，保守的な人々は保守党
に，革新的な人は革新政党に，中間的な人は中道政党にそれぞれ結集する過程が観測されねば
なるまい (it7)．すなわち，政党支持の再編成にかんし以下の仮説を設定する．
(1)ある政党への新参入者は， 1時点前には元の支持政党の党派的特性を保持していたであろ
うが，現時点では元政党の党派的特性は薄れているに違いない．これには短期的要因である政
党評価と長期的要因である保革自己イメージとで，異なるかもしれない．後者は 1時点前でも，
現時点でも（旧）党派間に差を見いだしにくいであろう．
(2) ある政党への新参入者は参入政党の党派的特性を帯びている人が多いので，あるいは，新
参入者は参入政党の党派的特性をすぐに獲得するので，新参入者はその党派性において，相互
に区別できない．
(3)支持者集団内部では，党派的変動のない「安定支持者」が党の性格を保持するコアである．
新参入者と安定支持者の間には党派的特性に関して差があるだろう．だが，上記 (2) よりし
て，その差は小さいだろう．
支持者集団の党派的特性を表す変数として，政党評価（各党別）と保革自己イメージをとり
あげる．政党評価は政党支持を表すシンボル的な変数で，政党や政党政治家の動きに合わせて
短期的に動く．これに対し，保革自己イメージは比較的長期的で，動きにくい（三宅， 1995,
8章）．政党支持の短期的な動きは，政党評価に反映する．その長期的な特性は保革自己イメ
ージで表現される．保革自己イメージは10点尺度の政治的立場で， 10点が保守の側， 1点が革
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新の側である．政党支持者の中で，自民党支持者が最も保守的，共産党支持者が最も革新的で
あるのは言うまでもない．自共両党の中間的立場にあるのは新進党であるが，総平均値よりは
革新寄りである．
政党評価は，自，新，民，社4政党の感情温度計尺度を用いる．これは0から100までの尺
度で， 50が中立点である．一例をあげて説明すれば，自民党支持者集団の自民党評価得点68.8
というのは，自民党支持者が自分の支持政党に与えた得点の平均値である．対象が支持政党で
なければ， 50点以下が普通であるが，その政党とのイデオロギー距離や，その政党が連立与党
かどうかによって多少の上下がある（三宅， 1997,6章）．
3.2 政党支持者集団別，党派的特性変数平均値の比較
表7の上半分は1996年前調査時の支持政党ごとに，党派的特性変数の平均値を算出したもの
であり，表の下半分は政党支持者集団別，変数平均値の差のテスト結果である．本節では，政
党支持の分極化との関連で，自民・新進2党支持者の再編成に注目するが，民主党結成という
政党再編成について最適な事例が与えられたので，この例から始めることにする．
政党間の差テスト 1は仮説 (1)に対応するテストである． 1996年総選挙直前に民主党支持
者だと表明した人々は， 1時点前の1995年時には，新進党，社民党，さきがけ，支持なし，な
どであった．これらの人々は， 1995年当時，政党評価については，元の支持政党の党派的性格
を帯びていたはずである．だが，保革自己イメージには違いがないのではあるまいか．「進・
表7．支持者集団の党派的特性
支持政党 保革自己 政党評価 政党評価 政党評価 政党評価イメー ジ 自民党 新進党 民主党 社民党
自民党 6.9 68.8 44.5 48.6 39.1 
さきがけ 6.0 52.5 40.7 60.0 40.4 
新進党 5.2 46.2 69.7 49.1 28.8 
民主党 4.8 45.4 40.9 65.8 38.9 
社民党 4.4 48.1 37.5 48.6 57.4 
共産党 4.0 38.5 34.0 43.8 33.8 
政党間の差 (1)
進・社・さ・無 (95) X X ゜ ゜進・社・さ・無 (96) X X X X 政党間の差 (2)
自民•新進 ゜゜゜
X 
゜自民・民主 ゜
X 
新進・民主 ゜
X 
゜ ゜民主・社民 X X X ゜注政党評価： 0-100の感情温度at尺度保革自己イメー ジ： 10点尺度の平均値（選挙後調査）
平均値の差のテスト0 pく．05;X P>.05 
政党間の差（1) 進・社・さ・無 (95)は1996年衆議院議貝選挙前調査において民i：党支持者の内、 1995年の参議院選
挙調査での党派的変数の新進党，社民党，さきがけ3政党文持者およぴ支持なし4グルー プ間の分散
分析の結果．
政党間の差 (1) 進・社・さ・無 (96)同上， 1996年調査の党派的変数の分散分析の結果．
政党間の差 (2) 1996年衆議院議員選挙前調査における自，新，民，社4党支持者グルー プ（新参入者のみ） 1lの分散
分析と多重比較の結果から
-106-
社・さ・無 (95)」は1995年調査時における 4党派グループ間の，党派的特性変数平均値差の
検定結果である． 0印は平均値の差が95パーセント水準で有意であることを示す．新進党と社
民党評価の平均値には党派的な差がある．評価対象政党に自分の支持政党が入ると，評価に大
きな差が生じる．自民党評価には差がないのは4グループに元自民党支持者を含んでいないか
らである．これに対し，保革自己イメージはどのグループでも中道的で総平均に近く，相互に
区別できない．元の党派を超えて，中道的な人が集まったとすると，民主党への結集は「政党
再編成」といえる．
さて，民主党に参入後は民主党に見合う党派的態度を獲得したであろうか．これが仮説 (2)
に対応するテストである． 1996年調査の党派変数によると（「進・社・さ・無 (96)」），新進党
評価を除き，差が見られない．新進党評価の違いは元新進党支持者と元支持なしとの間の違い
で，元新進党支持者の新進党評価は，支持の変更に対応して 1年前より急落下した (70点から
48点）にもかかわらず，それでも相対的に甘い評価で，辛い評価をする支持なし (34点）との
間に差が残ったのである．これに対し，保革自己イメージはグループ間に差がなく，全体とし
ては，ほぽ仮説通りの結果としてよかろう．
民主党の結成による政党支持者再編成を離れて，自民・新進2党への新参入者についての分
析に移る．自民・新進2党に民主党と社民党を加え，自，進，民，社の4政党の新参入者間の
党派的特性変数平均値の差の検定になる．政党間の差テスト 2がこれで，仮説 (2) に対応す
るテストである．ここに掲げるのは，可能な 6通りの組合せのうち，近いグループニつずつ取
った， 4組にとどめる．政党評価は上述したとおり，支持政党に甘<,他の党には辛い．従っ
て，組合せの一方の支持政党が評価の対象となると，評価に差が現れるが，組み合わせのどち
らの側にとっても支持政党でなければ評価に差が現れない．ここでX印がついているのはその
場合である．
先に保革自己イメージは変わりにくいといった． 1995年と1996年の保革自己イメージの平均
値の相対的位置はほとんど変っていない．しかし変化を見いだすことができる．データの掲示
はできないが， 1996年の自己イメージは保革それぞれの方向へ広がり，さらに分極化している．
民主・社民両党支持者はより革新の方向に動き，共産党の立場により近づいている．民主・社
民両党の間には有意差はない．それ以外の組み合わせでは政党間に差が見られる．ほぽ仮説を
支持するデータである．
以上のように，民主党結成を機会に行われた政党支持者の離合集散は「政党再編成」と呼ぶ
ことができるものであった．それ以後，投票に至るまでの間に，この再編成はさらに進展した
だろうか．自民・新進2党の支持者グループの内部に，党派的特性に関して差が見いだせるだ
ろうか．これらの課題を次小節で検討する．
3.3 安定支持者と新参入者の違い
仮説 (2)は党派的特性変数に関する政党支持者集団間の違いについてであった．仮説 (3)
-107-
は同一政党支持集団内の意見の違いを対象とする．すべての政党支持集団を分析するのば煩雑
に過ぎるので，分極化との関連で重要な，自民•新進 2 党支持者に限定する．自民・新進 2 党
を「安定支持者」「自民•新進 2 党からの新参入者」「他の党からの新参入者」「支持なしから
の新参入者」に分類し，合わせて 8グループの間の異同を分析する．元支持政党は衆議院選挙
前調査の支持政党で，参入先は後調査の小選挙区投票政党であることに注意されたい．表上の
党派的変動の省略記号については表の注を見られたい．
仮説は以下のようにより操作化される．（a)両党の安定支持者グループ間の差は 8グループ
の中で最も大きいだろう．（b)支持なしからの新参入者は安定支持者に近いだろう．かれら
は安定支持者と支持なしの間を移動している人が多いからである．このグループの参入は似た
考えの人の結集といえよう．（c) 自民党あるいは新進党からの，新進党あるいは自民党への新
参入者は党派性変数において中間的で，区別しがたい．（d)他の政党（民主党，社民党が中
心）からの新参入者も元の支持政党の考えから離れて，新参入政党の考えに近づいているだろう．
表8は自民・新進2党投票者8グループ別，保革自己イメージ平均値（前調査と後調査の2
変数）の表である．予想通り，自民党の安定支持者の平均値は7を超え，最も保守的である．
これに対し，新進党のそれは5.2-3で，総平均よりも革新的である (ii:8)．支持なし（表には
「無」と略記）からの新参入者は，予想通り安定支持者に近い．「進→自」（新進党支持から自
民党投票へ）と「自→進」は保革自己イメージ上の位置が予想とは逆になっているようで，前
者より後者がより保守的である． したがって，保革自己イメージによって支持を変えたのでは
ないようだ．「他→進」（その他の政党支持から新進党投票へ）は元の支持政党が民主党，社民
党などであるからもともと中道的で，新進党の安定支持者に近い．「他→自」の保革自己イメ
ージは「他→進」と極めて似ていて，従って，新進党の安定支持者に近い．仮説 (a) (b)は
支持できても，仮説 (c) (d)は部分的にしか支持できない．
先に，表 7に掲げた政党間差 (2) のテストで自民・新進2党への新参入者間には保革自己
表8.保革自己イメージと党派的変動
変動
前調在 後調究
平均値 N 、ド均値 N 
????? ?
?????
↓↓↓↓↓↓↓↓?
?
????
?????? ? ? ? ? ? ? ? ?
7.3 
6.6 
6.1 
6.8 
5.7 
5.3 
5.4 
5.6 
369 
37 
15 
55 
35 
125 
52 
29 
全対象者 5.8. 1212 6.0 
変動は前調査支持政党から後調介投票政党への変動
矢印の前が1ifJ調布支持政党，後が後調在投累政党である．
「無」は支持なし，「他」は自民•新進以外の政党．
1199 
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イメージに関して差が見いだされたが，これは新参入者全体の平均値の差であって，グループ
の内部を点検すると，保革自己イメージに基づく政党再編成と呼び難い部分があるようだ．少
なくともこのグループでは有力候補投票（あるいは，勝ち馬投票）による支持変更の存在を考
える余地が十分ある．
ところで，結論に至る前に，もう一つテストしてみたい党派的特性変数がある．それは，保
革自己イメージのようなイデオロギー的指向性とはレベルの異なる，過去の党派性である．具
体的には，前2回の選挙の際の政党支持あるいは投票政党への回帰である．例えば，かって自
民党支持者であったが，宮沢内閣から村山内閣までの時期に自民党支持を離れ，野党支持や支
持なしになっていた人が少なくない．こういう人が，自民党内閣の成立とともに，「回帰」
たのだといえないだろうか（注9).
「過去の党派性」の指標は1995年参議院選挙， 1993年衆議院選挙前後調査の3回の調査での
支持政党と投票政党計6個のデータのうち，何回自民党であったか，新進党であったかを数え
たものである．安定支持者には政党投票が多いが，過去に遡っても，政党に忠実な支持者であ
る．支持なしからの新参入者が次に忠誠的であろう．支持なしの前は現在の政党支持であった
可能性が高いからである．他の政党からの新参入者は元の政党を過去にも支持しているから，
新参入政党に対する過去の支持回数は少ないであろうが， 1, 2回はある可能性がある．「過
去の党派性」尺度値平均を表9に掲げる．
平均的に 1回以上，その政党を支持，あるいは投票した経験があると，この尺度値は当然 l
を超える．自民・新進2党の安定支持者グループでは 3-4になっている．これは 6個のデー
タ中半数以上の支持経験である．支持なしからの新参入者「無→自」「無→進」の尺度値平均
は2か2に近い．「自→進」「進→自」グループでは，新参入政党の支持が過去に 1回以上ある
が，元の支持政党の支持回数が2を超える．「他→進」「他→自」グループでは，どちらも現支
持政党の過去の支持は 1回ずつぐらいで，元の支持政党，すなわち「他」支持が多い．結局，
?
表 9. 過去の党派性（支持政党•投票政党） と党派的変動
党派的変動 自民党方向 新進党方向 両者の差
?
????????????↓↓↓↓↓↓↓↓ ?????? ?????
????
?????
? ?
390 
45 
16 
55 
59 
42 
31 
132 
F`均
「変動」は前調査支持政党から後調査投票政党（小選挙区）への変動
表上の数値は＋が自民党の，ーが新進党の方向．最大絶対値は6である．
「他」は自，進，無し，以外の政党
過去の政党支持，投票政党は1993年衆議院選挙と1995年参議院選挙の投票，政党支持は
1993年衆議院選挙前後調査の支持政党と1995年参議院選挙の支持政党
2.6 1.3 1.3 770 
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「過去の党派」への回帰という仮説が当てはまりそうなのは，支持なしからの新参入者「無→
自」「無→進」だけになる．「回帰」という仮説は全く否定されたのではないとしても，積極的
な結果を得られなかったと言わねばならない．
4.投票決定因と分極化
4. 1 1996年選挙投票決定因の説明力
政党支持や投票政党の変動を，第2節では政党支持の分極化によって，第3節では政党再編
成によって説明しようと試みた．選挙前調査による支持政党から選挙後調査による投票政党へ
の変動要因の探求は，一般的にいうと，投票決定要因の説明力の分析である．政党支持の分極
化における有力候補の評価は「候補者評価」の一部であるし，政党再編成における保革自己イ
メージの役割は，投票決定要因における広義の「政策評価」の一部である．本節では，考慮す
べき要因の範囲を，どの選挙でも考慮に入れる必要があるという意味で一般的な，投票決定要
因にまで広げたい．すなわち，政党評価，候補者評価，「政策近似政党」（政策評価）の 3基本
変数に， 2つの選挙活動関連変数を加えた 5要因である．内容的には，この選挙に特有な問題，
例えば，消費税増税問題の影響，候補者の個人的魅力，選挙運動接触などに注目する (/E!O)•
5変数とも，該当する候補者（もしくは政党）が投票候補（の所属政党）と一致するかどう
かで， 0かl（一致）にコードされている．表l0，表11の上半分はそれぞれの変数で 1という
コード値を持つ投票者の比率（自民・新進2党の4X 2グループごとに算出した）である．
簡単に 5変数を説明しておこう．
最初の二つ（政党評価と候補者評価）は最高評価変数である．最高評価変数とは，ある政党
（候補者）の感情温度計による評価スコアが，他のすべての政党（候補者）のスコアを凌駕し
ていることを示す変数である．ある政党（候補者）がなかで最高点であれば， 1' さもなけれ
ば0としてコードされている．「政策近似政党」は政策争点についての考え方が，投票政党と
一致するかどうかで 1, 0の値を取る変数である．
二つの選挙活動関連変数は下記の通りである．「選挙運動接触」は 5項目の選挙運動のいず
れかに「接触」の経験がある場合に，その候補者の所属政党が投票政党であればlとコードさ
れた．「周囲の党派的環境」は自分や社会の大切なことを話し合った人の小選挙区投票政党が
自分の投票政党であれば1になっている．
表10の自民党投票者を対象とする表では，「政党評価」と「選挙運動接触」が注目される．
「政党評価」の列で，合計欄を見ると自民党を 6党中最も高く評価する人の率は65％も存在す
る． しかし，このような人の存在は安定支持者に偏っているようで，新参入者では少ない．
「選挙運動接触」は新参入者グループで最も低い「支持なしからの参入」の場合でも60％に達
している．政策争点は消費税増税問題が中心で，自民党には不利な争点であったから，自民党
を政策近似政党と言及する人は安定支持者の中でさえ少ない．
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表1の新進党投票者の場合はどうか．合計欄で， 60％を越す比率が見られるのは，「選挙運
動接触」だけである．新進党に有利とされた消費税増税を中心とする政策争点の働きも，新進
党投票者全比率で46％に過ぎない．前表の自民党投票者と比べると13％も高いが，グループ別
に見ると，比率が高いのは安定支持者 (71%)だけで，新参入者の比率は高くても27％にすぎ
ない．新参入者を引き出す効果のあった要因とはいえない．
4.2 分極化と選挙蓮動接触効果
新参入者に対して効果があったと見なされうる要因は，自民・新進2党とも，候補者の選挙
運動接触であった．この効果と有力候補者投票および勝ち馬投票効果とを比べてみよう．表の
下半分には「有力候補投票率」（有力候補者の政党と投票政党の一致率）と「勝ち馬投票」率
を記した．安定支持者のセルが一印なのは，「勝ち馬投票」の定義によって安定支持者が除外
表10.投票決定因効果の比較（自民党投票者）
新参人者
安定支持者新進党から 他党支持 支持なし 合計
政党評価w6 77 19 26 24 65 
候補者評価w6 59 44 53 36 56 
政策近似政党w6 39 25 11 4 33 
候補者の選挙運動接触w7 71 75 65 60 70 
周囲の党派的環境w7 39 31 44 42 40 
有力候補投票w6 87 87 75 82 86 
勝ち馬投票w6 75 74 82 
N 390 16 55 45 506 
政策近似政党：小選挙区選洋
w6は第6波調介（衆議院選冷I)1I）；w7は第7波調介（衆議院選裕後）．
表11.投票決定因効果の比較（新進党投票者）
新参人者
安定支持者 r1民党から 他党支持から 丈持なしから 合計
政党評価w6 74 24 19 14 47 
候補者評価w6 58 36 32 24 44 
政策近似政党w6 71 27 22 12 46 
候補者の選挙運動接触w7 65 68 68 52 64 
刷用の党派的環境w7 37 20 26 19 29 
イi)J候補投票w6 79 58 58 45 67 
勝ち馬投票 w6 47 55 45 
N 132 59 31 42 264 
w6は第6波調在（衆議院選挙前） ；w7は第7波調壺（衆議院選挙後）．
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されているからである．まず，自民党候補者への投票から始めよう． 5投票決定因のうち，有
力候補投票にまさる説明要因がないかを調べる．有力候補（最有力候補＋対抗候補）投票率は
平均で86%，最も低い新参入者グループの比率は「他党支持から」の75％で極めて高く，これ
より説明力がある変数は他にあるまい．勝ち馬投票を採用しても，比率はあまり下がらない．
投票決定要因の中では「選挙運動接触」が一番このレベルに近いが，平均で16％の違いがある．
自民党投票者に関しては，有力候補投票を通しての分極化論（および，最有力候補投票を通し
ての一極集中論）がよく当てはまるというのが結論である．
新進党投票者のうち，有力候補への投票率は67％であるが，この中に安定支持者の占める割
合が大きく，新参入者グループでは45％から58％にすぎない．そこで「選挙運動接触」の効果
が重要になる．先述したように，「選挙運動接触」率は全投票者平均で64％で，有力候補投票
の67％よりわずかに低いが，安定支持者に偏らないので，新参入者のどのグループでも有力候
補投票率を上回る．新進党投票者に関しては，有力候補投票を通しての分極化だけでは投票決
定を半分ほどしか説明できず，「選挙運動接触」をも考慮に入れねばならない．
有力候補者投票と選挙運動接触はどのような関係にあるだろうか．両者の重なりは大きいと
思われるが， 2要因合わせると投票をどの程度説明できるか．参考までに，新参入の新進党投
票者を対象に，有力候補者投票と選挙運動接触のクロス表を，表12として掲げる．どちらの変
数も他の変数が説明できなかった部分の約半分を説明しており，相互補完的に働いているよう
だ．両者合わせると， 80％近い説明率になるぼ11)．新進党投票者に関しては，有力候補投票を
通しての分極化論は部分的にしか当てはまらない．
表12.有力候補者への投票と選挙運動接触（新進党投票者）
新進党候補者への投漿
選挙運動接触最有力候補者 対抗候補者 他の候補者 縦への％
なし 24 41 48 37 
あり 76 59 52 63 
合計（％） 100 100 100 100 
N 54 17 61 132 
横への％ 41 13 46 100 
5.まとめ
1996年衆議院選挙は小選挙区制最初の選挙であった．政党別得票率で第2党と第3党の間の
差は大きく，上位2党で3分の2の票を獲得したので，小選挙区制による分極化の傾向を読み
とることができる．他方，上位2党間の得票率差は10％以上もあり，小選挙区制は一党優位制
をもたらしたと論ずることもできる．これに対して，集計データの分析により，日本の並立制
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は政党数を2に収敏するとは限らず，むしろ多党制になるのではないかと推測する研究者が存
在する．
この点についての調査データの分析は遅れているが，パネル調査であるJESI調査に基づい
て，政党支持と投票の変化を追跡する．本稿は1996年衆議院選挙の直前の参議院選挙調査から
始め， 1996年衆議院選挙前調査，同後調査の三回にわたるパネル調査データを分析し，調査デ
ータからこの問題に迫る．
(1) まず，参議院選挙から衆議院選挙前調査の間の政党支持の変化と衆議院選挙前後調査の間
の変化を検討したところ，民主党の結成を中心とする政党再編成の効果，上位二党への分極化
傾向，選挙争点の影響が見られた．本稿は，分極化，政党再編成，選挙効果の三面から，この
間の政党支持と投票政党の消長を分析し，分極化傾向の程度とその特性を探ることにした．
(2)「分極化」という言葉は，単に，上位2政党あるいは 1政党への支持や投票の集中という
結果だけを指しているのではなく，有力候補への投票による上位政党への集中を意味している．
本稿では，有力候補の主観的指標に「勝つ可能性のある候補者」に関する態度データ (JESI 
調査第6波）を用いた．回答の最初に上げられた候補者が「最有力候補」で，次に上げられた
のが「対抗候補」である．「最有力候補」について「わからない・無回答」はわずか14％で，
有権者の間には相当の認知がある．これに比べると「対抗候補」は半数以上 (51%）が答えて
いない．この違いが一党集中をもたらすメカニズムの一つである．
(3) 「最有力候補」を所属党派別に見ると，最有力候補のみならず対抗候補でも上位 2党への
集中， 2党の間では自民党への集中は大きい．投票者が自分の認知に従って，最有力候補者に
投票するとすれば，対象候補者の多い自民党の優位は明らかで， 2位の新進党は4分の 1政党
に過ぎない．これが，自民党一党優位になる初期的条件の一つである．
(4) 自民党が客観的に有効政党である場合，自民党候補者を主観的にも有力候補者（最有力候
補者＋対抗候補）と認知する人は73％におよび，認知はほぽ正確だとしてよい． しかし，新進
党の場合は半分程度，民主党は半分以下である．客観的指標では有効政党であっても，一般に
はそう認知されていないのは，当該選挙区が接戦であったり，候補者数が多くて認知が困難だ
からであろう．これは都市部に多く，農村部に少ない．農村部に地盤を多く持つ自民党に有利
な条件の一つである．
(5) 「有力候補投票」は政党は何であれ，有力候補者への投票を意味する．最有力候補投票率
は投票者全体で53%，対抗候補投票率は13％であり，ここでも大きな違いが見られる．
「勝ち馬投票」は，支持政党の候補者を有力候補者と認知していない投票者が，自分の票が死
票にならないように，他党の有力候補者に投ずる票である．最有力候補への投票と対抗候補へ
の投票を比べると，最有力候補者への投票率が高く，対抗候補への投票率はかなり低い（その
比率は有力候補投票の場合とほぽ等しい）．投票者の注目は最有力候補に集まっている．
(6)有力候補者への投票は上位2政党に集中する．党派別に見ると，自民党所属の最有力候補
者への投票は自民党投票者の75％に達する．これに自民党対抗候補への投票を加えると， 86%
-113-
になる．次に高いのはさきがけで，第3番目の新進党のこれに対応する数値は51％で総平均値
よりわずかに低く，自民党の 3分の2程度である．自民党候補への投票は有力候補投票でほぽ
説明できるが，新進党候補への投票はこれだけでは説明でいない．
(7) 自民・新進2党間の差は，主に，自民党有力候補者が最有力候補者と対抗候補の競争状態
という認知のある選挙区ではなく，最有力候補者しか認知されていないところで圧倒的に強い
こと，自民党支持者の最有力候補者への投票は支持政党への投票となる傾向が強いこと，から
来る．だから，勝ち馬投票での党派間の差は小さい．自民党は勝ち馬投票をより多く受けたた
め勝利したのではなく，有力候補者を圧倒的に多く持つという初期条件の有利さで勝利したの
である．
(8)参議院選挙以後，衆議院選挙が始まるまでの間にも，分極化の過程は進行していたはずで
ある．この間は投票データがないので，支持政党が自民•新進 2 党に絞られていく過程を考え
ると，上述の衆議院選挙前後調査間とほぽ等しい収敏の過程が見いだされた．
(9)民主党の結成を梃子とする政党再編成が分極化と重なる．新参入者は元の支持政党の党派
的影響を脱し，新政党の党派的特性を帯びる．新参入者の政党別グループ間の保革自己イメー
ジ平均値の差が統計的に有意だという意味で，支持者の離合集散は政党再編成だといえる． し
かし，グループ平均値ではともかく，グループ内部を点検すると，保革自己イメージに基づく
政党再編成と言い難い部分を見いだすことができる．政党再編成による説明は十分ではない．
(10) この選挙に特有な要因，例えば，消費税増税問題の影響，候補者の個人的魅力，選挙運
動接触などについて，有力候補投票よりも大きな効果を持ったものがないか，投票決定を説明
する変数群を検討した．自民党候補への投票者グループでは，有力候補投票にまさる説明要因
はない．自民党への投票者グループでは一党集中化を含む分極化論がよく当てはまる．
(11)新進党投票者については，新進党に有利とされた消費税増税を中心とする政策争点の働
きを検討すると，「政策近似政党」の投票政党との一致率が高いのは，安定支持者 (71%）だ
けで，新参入者の比率は高くても27％にすぎない．候補者の選挙運動接触は全新進党投票者平
均では64％で，新参入者グループではどのグループでも有力候補投票率を上回る．自民党はじ
めその他の政党からの新参入者では，選挙運動接触が最も効果的で，有力候補投票がこれに次
いでいる．
有力候補投票と選挙運動接触の関係は重なりは大きいが，どちらの変数も他の変数が説明で
きなかった部分の半分ぐらいを説明しており，相互補完的に働いている．両変数合わせて，
80％近い説明率になる．新進党投票は有力候補投票だけでは説明できない．選挙運動接触の影
響を合わせてはじめて，かなりの程度説明可能になる．
［注］
(1)投票意図のデータには「意図なし」（未決定）が多いので，このグループの投票決定で支持者層の
増減が決まる．「意図なし」の投票を予測するために，直前の参議院選挙と1993年衆議院議員選挙で投
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票した政党を調べた． 1996年の自民党投票者は 1年前の参議院選挙では55%,1993年の衆議院議員選
挙でも46％が自民党に投票している．また，最終的には新進党に投票した人の約6割が3年前に細川
内閣の与党（自民，共産を除く 7党）に投票していた．
(2)投票が一党に集中するメカニズムは，（a)元々 2党の間に実力差があり，最有力候補者が第 1
（強い方の）政党に偏って分布すること，（b)勝ち馬投票が，上位2党ではなく，最上位 1党に集中
すること，（c)重要政策争点で，圧倒的に有力な政党が存在すること，（d)与党のスキャンダルで，
有力候補者の評価が下がり，新人が評価を上げる状況，にある．（c) (d) により，勝ち馬が選挙期間
中に逆転する可能性がある．こういう (a) (b)のメカニズムを凌駕しうる「決定的」選挙がなけれ
ば，（a) (b)のメカニズムが続くだろう．
(3) このほか，事後調査で，投票候補者名を聞いた直後に，「その候補者は選挙情勢報道ではどう報道
されていましたか」と尋ねたデータがあるが，投票候補者だけに偏るので，本稿では使用しなかった．
選挙情勢報道の知らない，わからないは12％である． 5段階の選択肢のうち上位 2段階（「当選確実」
「有力」）を最有力として党派別投票者内の最有力候補比率を計算すると，以下のようになる．自民，
64%，新進，45%，民主，34%.
(4)客観的データとしては過去のデータを用いるのが普通だが，この選挙は小選挙区制最初の選挙な
ので，参照すべき過去のデータが存在しない．そこで，近似値として選挙結果を用いて，当選の可能
性の高い「有効政党」を決めたい．選挙当選者の所属政党は当然に有効政党である．当選者の得票数
の半分以上の得票をあげた第2位の候補の所属政党もそうである．第2位と第3位の得票差が第2候
補の得票数の20％より小さいとき，第3位候補の政党も有効政党とした．それ以外はたとえ自民党候
補であっても「弱小政党」になる．この指標の分布は三宅 (1999)表2の左半分に見られる．
(5)逆に，有力と認知された候補者は客観的にも「有効政党」の候補であろうか．有効政党でないの
に誤って認知してはいないか．「誤認知」という言葉を使って良いなら，それは党派性による誤認知が
少なくないだろう．「誤認知」は共産党候補が70％で非常に高く，自民党と新進党ではほとんどない．
(6)「勝ち馬投票」とともに「準戦略投票」をも考慮した．これは戦略投票の強い要件をゆるめたもの
で，自民・新進2党以外の政党支持者で，その政党の候補者が有力候補者でないとき，自民・新進2
党の有力候補者に投票する．戦略投票より緩和された部分は自民・新進2党どちらでも良いという点
である．「勝ち馬投票」と「準戦略投票」の違いは，前者は投票者の支持政党と有力候補者の所属政党
に関する要件がない点にある．自民党への投票中の18%，新進党の24％が「準戦略投票」に当たる．表
10と表1の環境では勝ち馬投票と等しいので，結局，使用しなかった．
(7)政党支持者グループヘの新参入者は直前の支持政党が何であれ，新支持政党の特色を示し，他党
から区別できる，党派的，社会的特性を持つはずである．これを支持者集団の党派的，社会的凝集性
と呼んだ（三宅， 1995,第8章参照）．なお，社会的凝集性については，党派間に有意な差が見いださ
れたのは学歴のみ（民主党支持者は学歴が高い）であったので，本稿での言及を省略した．
(8) 自民・新進2党以外の党の安定支持者平均値は次の通り：民・社は4点台後半，共は 3点台後半．
(9) リチャードソン (Richardson,1990)は政党支持の弱い日本人投票者の政党投票を説明するため，
「習慣的投票」概念を使用している．本稿での「過去の党派性」と操作的定義は近いが，理論的背景は
異なる．ここでの「過去の党派性」は「支持の幅J論の系列で考えている．
(10)小選挙区投票を決定する主要変数の順位（偏相関係数で上位 5位）は次の通り：政党評価，候補
者評価，政策評価，周囲の党派的環境，選挙運動接触（三宅， 1997,5). 
(11)選挙運動接触と周囲の党派的環境の尺度の構成手続きについて紹介しておく．選挙運動接触は
「後援会加入」「選挙はがき受領」「候補者の集会出席」「選挙公報」「テレビ政見放送」「新聞の紹介記
事」のそれぞれについて，「接触」の経験がある場合に，その候補者の所属政党が投票政党であればプ
ラス 1' それ以外ならマイナス 1として，累計したスコアである．これを 0か1以上かで2分した．
周囲の党派的環境は「過去6ヶ月間を振り返って，自分や社会の大切なことを話し合った人」が
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「小選挙区で投票した候補者の政党」が投票政党であればプラス 1'それ以外（無所属を含む）ならマ
イナス 1として，累計したスコア．これも 0か1以上かで2分した．
なお，前稿ではこれらはすべて「差」の変数であるが，ここでは差は取っていない．投票政党との一
致率，あるいは最高評価政党と投票政党との一致率という形式で使用する．
(12) 最後に，支持政党以外の政党に投票した人の中で，自民•新進 2 党以外の政党支持者で， 2党候
補への投票者，すなはち，戦略投票を含む投票者はこの表の「他党支持」「支持なし」の項目に現れて
いる．この項目該当者で，有力候補者への投票者はそれぞれ75％と83％である．自民党投票者では値が
高く，新進党では少し低いが，その党への投票の有力な決定因であることが示されている．
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